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中小企業振興計画について
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1 中小企業振興の背景

2 計画の位置づけ

3 計画期間

令和
3年

令和
4年

令和
５年

令和
６年

令和
７年

令和
８年

令和
9年

令和
10年

令和
11年

令和
12年

第５次総振前期

後期

中小企業振興計画

次計画



中小企業を取り巻く
環境の変化

2第 章
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1 人口減少における新しい時代の流れ

越谷市の人口推移図表 2-1

2022 年まで越谷市住民基本台帳に基づく実績値
2023 年以降は第５次越谷市総合振興計画の策定における将来人口推計

（人）

（年）
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2 経済のグローバル化

（百万円）

（年）
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日本の貿易額の推移図表 2-2

財務省『貿易統計』を基に作成。
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3 イノベーションと価値の多様化

4 環境への配慮と企業の社会的責任
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SDGs グローバル指標図表 2-3

出典：外務省『ジャパン SDGs アクション・プラットフォーム』





越谷市の産業の現状と課題

3第 章
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1 地理的特性と産業発展

越谷市地形図　首都圏における越谷市の位置づけ
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2 産業構造と事業所の概要

事業所数

産業別事業所数（民営）と構成比の推移図表 3-1

大分類

2009 年 2012 年 2014 年 2016 年 2009 年
-2016
年伸び
率（％）

事業所数 構成比（％） 事業所数 構成比（％） 事業所数 構成比（％） 事業所数 構成比（％）

埼玉県
構成比
（％）

全国
構成比
（％）

農業、林業 9 0.1 9 0.1 10 0.1 10 0.1 0.2 0.5 11.1
漁業 1 0.0 1 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.1 ▲ 100.0
鉱業、採石業、砂利採取業 0 0.0 1 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0 -
建設業 1,229 10.3 1,087 9.8 1,063 9.3 1,007 9.1 10.7 9.2 ▲ 18.1
製造業 1,326 11.1 1,132 10.2 1,105 9.7 1,027 9.3 11.1 8.5 ▲ 22.5
電気・ガス・熱供給・水道業 3 0.0 2 0.0 1 0.0 0 0.0 0.1 0.1 ▲ 100.0
情報通信業 96 0.8 96 0.9 77 0.7 76 0.7 0.7 1.2 ▲ 20.8
運輸業、郵便業 321 2.7 295 2.7 327 2.9 315 2.9 2.9 2.4 ▲ 1.9
卸売業、小売業 3,115 26.1 2,929 26.4 2,991 26.3 2,993 27.1 23.6 25.4 ▲ 3.9
金融業、保険業 193 1.6 176 1.6 176 1.5 167 1.5 1.3 1.6 ▲ 13.5
不動産業、物品賃貸業 745 6.2 674 6.1 689 6.1 622 5.6 6.9 6.6 ▲ 16.5
学術研究、専門・技術サービス業 443 3.7 417 3.8 417 3.7 385 3.5 3.6 4.2 ▲ 13.1
宿泊業、飲食サービス業 1,540 12.9 1,453 13.1 1,467 12.9 1,424 12.9 11.6 13.0 ▲ 7.5
生活関連サービス業、娯楽業 1,203 10.1 1,130 10.2 1,203 10.6 1,143 10.4 9.4 8.8 ▲ 5.0
教育、学習支援業 454 3.8 437 3.9 450 4.0 467 4.2 3.8 3.1 2.9
医療、福祉 676 5.7 721 6.5 837 7.4 875 7.9 8.3 8.0 29.4
複合サービス事業 31 0.3 29 0.3 30 0.3 27 0.2 0.4 0.6 ▲ 12.9
サービス業（他に分類されないもの） 562 4.7 505 4.6 528 4.6 502 4.5 5.5 6.5 ▲ 10.7

全産業 11,947 100.0 11,094 100.0 11,371 100.0 11,040 100.0 100.0 100.0 ▲ 7.6
注．事業内容等不詳を除く民営事業所について集計

出所：総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

11,947

2009 年 2012 年 2014 年 2016 年

11,094 11,371 11,040
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3 人口動態と就業者数

出所：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
注．2025 年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータ（2018 年 3月公表）に基づく推計値
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人口推移図表 3-2



18

従業者数

大分類

2009 年 2012 年 2014 年 2016 年 2009 年
-2016
年伸び
率（％）

従業者数 構成比（％） 従業者数 構成比（％） 従業者数 構成比（％） 従業者数 構成比（％）

埼玉県
構成比
（％）

全国
構成比
（％）

農業、林業 64 0.1 79 0.1 130 0.1 101 0.1 0.2 0.6 57.8
漁業 11 0.0 2 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.1 ▲ 100.0
鉱業、採石業、砂利採取業 0 0.0 1 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0 -
建設業 8,644 8.1 7,683 7.4 8,145 7.4 8,325 7.5 6.4 6.5 ▲ 3.7
製造業 13,900 13.0 13,611 13.1 12,688 11.6 12,500 11.3 18.0 15.6 ▲ 10.1
電気・ガス・熱供給・水道業 187 0.2 151 0.1 13 0.0 0 0.0 0.2 0.3 ▲ 100.0
情報通信業 607 0.6 940 0.9 460 0.4 582 0.5 0.8 2.9 ▲ 4.1
運輸業、郵便業 9,685 9.1 8,991 8.6 9,905 9.0 9,596 8.7 7.9 5.6 ▲ 0.9
卸売業、小売業 27,426 25.6 26,061 25.0 27,136 24.7 27,425 24.8 21.1 20.8 ▲ 0.0
金融業、保険業 2,770 2.6 2,507 2.4 2,502 2.3 2,729 2.5 2.1 2.7 ▲ 1.5
不動産業、物品賃貸業 2,971 2.8 2,826 2.7 3,054 2.8 3,054 2.8 2.5 2.6 2.8
学術研究、専門・技術サービス業 2,169 2.0 2,185 2.1 2,352 2.1 2,001 1.8 2.4 3.2 ▲ 7.7
宿泊業、飲食サービス業 12,858 12.0 12,729 12.2 12,628 11.5 12,972 11.7 9.0 9.4 0.9
生活関連サービス業、娯楽業 6,430 6.0 5,776 5.5 6,158 5.6 6,768 6.1 4.5 4.3 5.3
教育、学習支援業 3,667 3.4 4,119 4.0 3,900 3.6 4,378 4.0 3.3 3.2 19.4
医療、福祉 8,924 8.3 11,420 11.0 13,577 12.4 13,746 12.4 13.0 13.0 54.0
複合サービス事業 359 0.3 303 0.3 1,014 0.9 245 0.2 0.8 0.9 ▲ 31.8
サービス業（他に分類されないもの） 6,272 5.9 4,845 4.6 6,110 5.6 6,215 5.6 7.6 8.4 ▲ 0.9

全産業 106,944 100.0 104,229 100.0 109,772 100.0 110,637 100.0 100.0 100.0 3.5
注．事業内容等不詳を除く民営事業所の従業者について集計

出所：総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

産業別従業者数（事業所単位）と構成比の推移図表 3-3

106,944

2009 年 2012 年 2014 年 2016 年

104,229 109,772 110,637
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4 経済循環図

地域経済循環率
指定地域：埼玉県越谷市63.2％

所得への分配

8,2088,2088,208
所得からの支出

支出による生産への還流

12,99412,99412,994

8,2088,2088,208

生産（付加価値額）

分配（所得）

支出

8,000
7,000
6,000
5,000
4,000
3,000
2,000
1,000
0

第 1次産業

（億円）

詳細を見る

詳細を見る

第 2次産業 第 3次産業

9,000
8,000
7,000
6,000
5,000
4,000
3,000
2,000
1,000
0

雇用者所得

地域外からの
流入

地域外からの
流入

（億円）

その他所得

詳細を見る

10,000
9,000
8,000
7,000
6,000
5,000
4,000
3,000
2,000
1,000
0

-1,000
-2,000

民間消費額 民間投資額

地域外からの
流入

地域外への
流出

地域外への
流出

（億円）

その他支出

地域経済循環図図表 3-4

（億円）
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5 新型コロナウイルス感染症の影響

 全  体 （n=713）
 建設業 （n=65）
 製造業 （n=74）
 卸売業、小売業 （n=163）
 宿泊業、飲食業 （n=76）
 サービス業・医療、福祉 　（n=247）
 不動産業、物品賃貸業等 （n=59）
 運輸業その他 （n=29）
 0 ～ 5 人 （n=489）
 6 ～ 50 人 （n=197）
 51 ～ 100 人 （n=19）
 101 人以上 （n=8）
 10％以上の増加 （n=56）
 10％未満の増加 （n=61）
 変わらない （n=139）
 10％未満の減少 （n=109）
 10％以上の減少 （n=339）

0％ 50％ 100％

プラスの影響を受けた プラスの影響をやや受けた

マイナスの影響をやや受けた マイナスの影響を受けた
特に影響は受けていない

業種
全体

従業員数

売上高前々期比

2.82.8

1.51.5

6.86.8

4.34.3

1.31.3

1.21.2

3.43.4

3.43.4

1.41.4

5.65.6

10.510.5

16.116.1

3.33.3

2.22.2

0.90.9

1.51.5

0.9

0.6

19.7

7.9

0

10.5

12.5

5.6

3.4

6.9

4.1

5.7

1.3

14.4

21.5

9.5

11.0

3.9

12.6

40.7

20.7

14.5

14.7

14.3

37.7

41.0

43.1

20.9

6.4

2.1

33.1

48.6

74.9

15.8

23.0 16.4

5.3

25.0 25.0 50.0

27.1

38.5

29.7

26.4

18.4

27.5

22.0

27.6

24.3

32.0

23.2 33.9

47.4

51.1

35.4

50.0

75.0

53.0

30.5

41.4

55.6

42.1

26.3

52.8

4.6

3.1

4.1

5.5

新型コロナの感染拡大による事業活動への影響について図表 3-5
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6 中小企業実態調査の結果要旨

0％ 5％ 10％ 15％ 20％ 25％ 30％

31.7

31.5

28.0

15.9

14.2

2.6

1.6

17.6

35％（ｎ=578）

新商品・サービスの開発

販路開拓

人材育成

事業活動のデジタル化

業態転換

事業所の分散

海外展開

その他

ポストコロナを見据え、これからの事業所運営で重視すること図表 3-6
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7 市内中小企業が直面する課題

⑴　地域経済の縮小と新たなビジネスの創出

 全  体 （n=628）

 建設業 （n=60）

 製造業 （n=72）

 卸売業、小売業 （n=158）

 宿泊業、飲食業 （n=68）

 サービス業・医療、福祉 　（n=196）

 不動産業、物品賃貸業等 （n=48）

 運輸業その他 （n=26）

0％ 50％ 100％

仕入先も販売先も探索している 仕入先を探索している

仕入先も販売先も探索していない

販売先を探索している

業種

19.7

21.7

31.9

23.4

16.2

14.8

10.4

23.1

23.6

21.7

29.2

29.1

11.8

22.4

18.8

26.9

49.4

48.3

34.7

43.7

48.5

57.7

62.5

42.3

7.3

8.3

4.3

3.8

23.5

5.1

8.3

7.7

新規取引先の探索状況図表 3-7
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⑵　経営者の高齢化と事業承継

 全  体 （n=707）

 建設業 （n=65）

 製造業 （n=75）

 卸売業、小売業 （n=166）

 宿泊業、飲食業 （n=75）

 サービス業・医療、福祉 　（n=238）

 不動産業、物品賃貸業等 （n=59）

 運輸業その他 （n=29）

0％ 50％ 100％

既に検討している 検討する可能性がある 検討しない

業種

5.1

3.1

2.7

5.4

9.3

5.9

1.7

3.4

66.9

80.0

68.0

65.7

48.0

63.4

89.8

72.4

28.0

16.9

29.3

28.9

42.7

30.7

8.5

24.1

コロナ禍の収束が長引いた場合に廃業を検討する可能性図表 3-8
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⑶　労働人口の減少と雇用・人材の確保

⑷　販路拡大と新市場開拓

30 代以下
3.5％

40 代40 代
17.2％17.2％

50 代50 代
25.2％25.2％

60 代60 代
20.6％20.6％

70 代以上70 代以上
33.5％33.5％

40 代
17.2％

50 代
25.2％

60 代
20.6％

70 代以上
33.5％

（ｎ=714）

市内中小企業の経営者年齢図表 3-9
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⑸　デジタル化の加速

 全  体 （n=646）
 建設業 （n=60）
 製造業 （n=65）
 卸売業、小売業 （n=153）
 宿泊業、飲食業 （n=65）
 サービス業・医療、福祉 　（n=225）
 不動産業、物品賃貸業等 （n=51）
 運輸業その他 （n=27）
 0 ～ 5 人 （n=430）
 6 ～ 50 人 （n=189）
 51 ～ 100 人 （n=19）
 101 人以上 （n=8）
 10％以上の増加 （n=55）
 10％未満の増加 （n=60）
 変わらない （n=129）
 10％未満の減少 （n=101）
 10％以上の減少 （n=292）

0％ 50％ 100％
既に取組んでいる 取組みを検討している 取組む予定はない

業種
全体

従業員数

売上高前々期比

24.6 27.4 48.0

25.0

21.5 33.8 44.6

46.430.123.5

10.8 21.5 67.7

45.326.228.4

31.4 13.7 54.9

44.429.625.9

20.2 22.3 57.4

31.736.531.7

52.6 31.6 15.8

075.025.0

41.8 27.3 30.9

30.038.331.7

23.3 28.7 48.1

40.630.728.7

19.5 24.3 56.2

35.0 40.0

現在のデジタル化への取組み状況図表 3-10
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⑹　不確定な状況への対応

15

10

5

0
07Q1 07Q4 08Q3 09Q2 10Q1 10Q4 11Q3 12Q2 13Q1 13Q4 14Q3 15Q2 16Q1 16Q4 17Q3 18Q2 19Q1 19Q4 20Q3 21Q2 （年期）

（兆円・後方4半期移動平均）

12.0

5.5

中小企業

大企業

企業規模別に見た経常利益の推移図表 3-11



27

越
谷
市
の
産
業
の
現
状
と
課
題

3
第

章

⑺　ＳＤＧｓとカーボンニュートラルへの対応

 全  体 （n=606）
 建設業 （n=56）
 製造業 （n=63）
 卸売業、小売業 （n=145）
 宿泊業、飲食業 （n=61）
 サービス業・医療、福祉 　（n=202）
 不動産業、物品賃貸業等 （n=54）
 運輸業その他 （n=25）
 0 ～ 5 人 （n=407）
 6 ～ 50 人 （n=173）
 51 ～ 100 人 （n=18）
 101 人以上 （n=8）
 10％以上の増加 （n=53）
 10％未満の増加 （n=55）
 変わらない （n=124）
 10％未満の減少 （n=92）
 10％以上の減少 （n=277）

0％ 50％ 100％

既に取組んでいる 取組みを検討している

取組む予定はない 初めて聞いた
聞いたことはあるが何をすればよいかわからない

業種
全体

従業員数

売上高前々期比

8.68.6

10.710.7

12.712.7

9.09.0

8.28.2

7.47.4

5.65.6

8.08.0

4.24.2

16.816.8

16.716.7

37.537.5

9.49.4

16.416.4

8.98.9

13.013.0

5.45.4

13.0

11.2

36.4

11.3

38.9

37.5

37.7

25.4

14.8

20.0

10.6

15.3

8.2

29.7

30.4

27.0

25.5

31.1

32.2

31.5

32.0

30.7

28.3

22.6

20.0

32.3

17.4

26.0

33.7

30.7

25.8

22.8

26.7

21.8

12.7 14.5

33.3

0.0

22.9

19.6

20.6

24.8

23.0

22.8

24.1

24.0
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ＳＤＧｓへの取組み状況図表 3-12
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1 中小企業振興の基本理念

＜地域住民の暮らしを支える＞

＜まちの価値・魅力を創造する＞

＜まちづくりの担い手として活躍する＞

図表4-1

地域の経済と市民の暮らしの将来を共につくる

地域住民の
暮らしを支える

まちづくりの担い手
として活躍する

まちの価値・魅力を
創造する
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2 地域経済の将来像

一人ひとりの豊かな暮らしを支え
　「こしがや」の魅力を活かす
　　　　人と地域と中小企業がつながるまち

＜キーワード＞

『人』　『つながり』　『活性化』　
『安心して暮らせる』　『子育てしやすい』　『女性が働きやすい』
『地域資源のブランド化』





中小企業振興の目標

5第 章



34

目標１　創業しやすいまち

目標４　中小企業が元気なまち

目標５　未来につながるまち

目標２　継ぎやすいまち　

目標３　働きやすいまち　



推進する視点と重点施策
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1 推進する視点

視点１　持続可能な地域を目指す魅力的なまちづくりと中小企業の活性化　

視点２　地域内経済循環を目指す中小企業の連携拡大　　

2 重点施策

重点施策１　『仕事おこしのまち・越谷』をつくる　　
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＜関連する事業＞

事業名

創業支援セミナー・創業者支援補助金（創業者等育成支援事業）
ビジネスサポート事業（産業活性化推進事業）

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

市の支援を受けて創業した件数（累計） － 100 件
〔説明〕市の創業支援（創業相談、創業者支援補助金、セミナー）を受けた方の中で、創業が報告された件数。
市の支援を受けて創業した方のうち女性創業者の割合 － 40％以上
〔説明〕上記指標における、女性創業者の割合。

重点施策２　『女性が活躍するまち・越谷』をつくる　　

＜関連する事業＞

事業名

ビジネスサポート事業（産業活性化推進事業）
若年者等就業支援事業
職業能力開発支援事業
内職・労働相談（相談事業）

指標名 現況値
（令和 4年度）

目標値
（令和８年度）

女性が活躍するための取組みの進捗状況で「進んでいる」と
回答した企業の割合 61.5％ 70％以上

〔説明〕概ね 3年に 1度実施する労働実態調査における「女性が活躍するための取組みの進捗状況」の項目で、進ん
でいると回答した企業の割合。
女性の従業員比率 38.2％ 50％
〔説明〕概ね 3年に 1度実施する労働実態調査における女性従業員の割合。
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重点施策３　『ＤＸ推進に取り組むまち・越谷』をつくる　　

＜関連する事業＞

事業名

ＤＸ推進（産業活性化推進事業）

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

デジタル技術の導入に取り組んだ企業数（累計） － 100 件
 〔説明〕ビジネスサポートセンターこしがやでの相談を通じて、デジタル技術の導入に取り組んだ企業の件数。



目指す方向性と施策の体系

7第 章
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目標１　創業しやすいまち　　　　　

⑴　創業の担い手を発掘し、育成する

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

創業支援セミナー（創業者等育成支援事業）
事業概要
市内で創業する個人又は中小企業者等の販路開拓、財務、資金調達、人材育成等の基礎的知識の習得を図るため、
セミナーを開催します。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

創業支援セミナー参加者数（累計） － 300 件
〔説明〕市で主催する創業支援セミナーの参加者実数。
【関連事業】ビジネスサポート事業（産業活性化推進事業）

⑵　創業を支援する

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

創業者支援補助金（創業者等育成支援事業）
事業概要
市内で創業する個人又は中小企業者等を支援するため、創業に係る初期費用を助成します。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

ビジネスサポートセンターこしがやでの創業に関する相談
件数（累計） － 　　1,400 件

〔説明〕ビジネスサポートセンターこしがやでの「創業希望者」と「新規事業者（創業 5年未満）」の創業に関する相談
件数。
【関連事業】ビジネスサポート事業（産業活性化推進事業）

今後必要な事業・
拡充すべき事業・
検討する取組

・女性が創業しやすいまちとしてのブランディング
・創業希望者と既存事業者とのネットワークづくり
・学生・若者起業家の育成
・地域と連携した創業の拠点づくり
・教育機関等と連携した創業者のチャレンジ機会の創出
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目標２　継ぎやすいまち

⑴　事業承継の包括的な支援体制を構築する

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

事業承継への支援

事業概要

市内中小企業者の円滑な事業承継を進めるため、こしがや企業応援プラットフォームと連携し、情報提供と支援を
行います。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

ビジネスサポートセンターこしがやでの事業承継に関する
相談件数（累計） － 30件

〔説明〕ビジネスサポートセンターこしがやでの「事業承継」に関する相談件数。

今後必要な事業・
拡充すべき事業・
検討する取組

・第二創業への支援
・越谷市事業承継推進ネットワークの構築
・後継者の育成支援
・Ｍ＆Ａによる事業承継マッチング支援
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目標３　働きやすいまち　　　　　　

⑴　市民の就職に向けたスキルアップを図る

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

職業能力開発支援事業

事業概要

就業や職業に関する能力開発を支援するため、就職を希望する若年者、就職氷河期世代、女性およびシニア世代を
対象に、キャリア形成につながる各種セミナー等を実施し、就業能力の向上を図ります。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

セミナー参加者数（累計） ― 1,800 人
〔説明〕市で主催する就職支援セミナーの参加者数。

⑵　多様な働き手が活躍できる環境を整備する　

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

若年者等就業支援事業

事業概要

若年者、就職氷河期世代、女性およびシニア世代の就職を支援するため、専門のキャリアコンサルタントを配置し
た相談窓口を設置します。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

延べ就職相談件数（累計） － 1,400 件
〔説明〕若年者等就業支援事業における延べ就職相談件数。

事業名

内職相談・労働相談（相談事業）

事業概要

労働関係での様々な問題の解決を図るため、労働相談を行います。また、家庭外で働くことが困難な方の就労支援
として、内職の相談および斡旋を行います。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

内職・労働相談件数（累計） － 1,000 件
〔説明〕内職相談・労働相談に関する相談件数の合計。
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事業名

高年齢者就業支援事業

事業概要

高年齢者の自己の生きがいの充実や福祉の増進および地域社会の活性化を図るため、シルバー人材センターに助成
します。

指標名 現況値
（―）

目標値
（―）

〔説明〕－

事業名

勤労者等福利厚生事業

事業概要

勤労者の生活向上、福祉の増進、雇用の安定を図るため、市内の勤労者団体が行う福利厚生事業に対し経費の一部
を助成します。

指標名 現況値　
（―）

目標値
　（―）

〔説明〕－

今後必要な事業・
拡充すべき事業・
検討する取組

・女性の再就職機会の創出
・女性デジタル人材の育成
・就職氷河期世代への支援
・働き方・休み方改善の推進
・ハローワークや県等と連携した就職支援
・学生・若者と事業者のふれあい機会創出
・リスキリング・リカレント教育の推進
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目標４　中小企業が元気なまち　　　

⑴　中小企業の経営課題を解決する

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

ビジネスサポート事業（産業活性化推進事業）

事業概要

市内産業の活性化および振興を図るため、ビジネスサポートセンターこしがやに配置する中小企業診断士等が企業
経営の改善や競争力の強化、創業等の支援を行います。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和 8年度）

経営等に関する相談・支援件数（累計） ― 2,000 件
〔説明〕ビジネスサポートセンターこしがやでの経営等に関する相談・支援件数。

⑵　中小企業の新たな取組みを支援する

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

ビジネスパワーアップ補助金（産業活性化推進事業）

事業概要

市内産業の活性化および振興を図るため、「新商品等の開発」、「販路開拓」、「人材育成」、「生産性向上」、「多様な
働き方推進」および「ＤＸ推進」等の新たな取組みに係る経費の一部を助成します。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和 8年度）

越谷市ビジネスパワーアップ補助金の申請件数（累計） ― 60件
〔説明〕越谷市ビジネスパワーアップ補助金の申請件数。
【関連事業】ビジネスサポート事業（産業活性化推進事業）
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⑶　地域内の需要と供給をつなげる

＜具体的な取組み＞

事業名

住宅・店舗改修促進事業

事業概要

地域経済の活性化を図るため、市民が所有し、居住する住宅および市内で事業を営む店舗を対象に、市内事業者を
利用して施工する改修工事費用の一部を助成します。

指標名 現況値
（令和 3年度）

目標値
（令和 8年度）

住宅・店舗の改修を行った工事件数（累計） 277 件 950 件
〔説明〕住宅・店舗改修促進補助金の交付決定を受けた方の中で実際に工事を行った件数。

⑷　中小企業の地域内連携を強化する

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

商工会議所補助事業

事業概要

市内商工業者の育成を図るため、越谷商工会議所が実施する経営指導や金融相談、各種セミナー等に助成します。

指標名 現況値
（―）

目標値
（―）

〔説明〕－
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⑸　中小企業の事業拡大を支援する

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

埼玉東部工業展開催事業（ものづくり産業育成事業）

事業概要

市内製造業者の受注拡大や連携を図るため、商工会議所が埼玉県東南部地区の商工団体と連携して開催する埼玉東
部工業展の経費の一部を助成します。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

埼玉東部工業展の市内事業者出展者数（累計） ― 40者
〔説明〕埼玉東部工業展における市内事業者の出展者数。

事業名

ジェトロ埼玉との連携

事業概要

市内中小企業等の海外展開や販路開拓を支援するため、ジェトロ埼玉の運営に係る経費の一部を負担します。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

セミナー開催件数（累計） ― 4件
〔説明〕ジェトロ埼玉と連携し開催するセミナーの開催件数。
【関連事業】ビジネスサポート事業（産業活性化推進事業）

今後必要な事業・
拡充すべき事業・
検討する取組

・生産性向上・事業再構築など設備投資への支援
・経営者ネットワークの構築
・女性経営者交流会の開催
・市内事業者のマッチング機会創出
・人材育成支援
・海外展開・新たな市場獲得への支援
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目標５　未来につながるまち　　　　

⑴　経営課題や取組み状況に応じたデジタル技術の活用を支援する

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

ＤＸ推進（産業活性化推進事業）

事業概要

地域経済の持続可能な成長のため、デジタル技術を活用した経営課題の解決に取り組む市内中小企業の “導入 ”、
“業務効率化 ”、“新たな価値の創造 ”など、それぞれの段階での支援を行います。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和 8年度）

ビジネスサポートセンターこしがやでのDXに関する相談
件数（累計） ― 1,000 件

〔説明〕ビジネスサポートセンターこしがやでのＤＸに関する相談件数。

⑵　地域資源の活用とにぎわいの創出を推進する

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

商店街活性化推進事業

事業概要

地域商業の活性化を図るため、商店街団体等が実施する販売促進や商店街施設、設備の整備に対し、その経費の一
部を助成します。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

商店街活性化推進事業における地域課題対応事業数（累計） ― ３事業
〔説明〕商店街活性化推進事業において、商店街団体等が地域課題解決を目的として実施する事業数。
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事業名

地域商業活性化事業

事業概要

地域商業の活性化を図るため、越谷商工会議所が商店街団体と連携して取り組む人材発掘育成事業やイベント開催
事業などに対し支援を行います。

指標名 現況値
（令和 3年度）

目標値
（令和８年度）

越谷駅東口周辺の活性化に取り組む公民事業数（年間） ３事業 ５事業
〔説明〕越谷商工会議所や商店街団体が連携して越谷駅東口周辺の活性化に向け取り組む事業数。

事業名

伝統的地場産業育成支援事業

事業概要

伝統的地場産業（だるま、せんべい、ひな人形・甲冑、桐箱等）の育成・振興を図るため、越谷商工会議所が行う伝
統的地場産業育成事業に対し支援を行います。

指標名 現況値
（令和 3年度）

目標値
（令和８年度）

伝統的地場産業（だるま、せんべい、ひな人形・甲冑、桐
箱）に係る小学校の見学・体験（動画学習含む）実施校数（割
合）

11校
（37%）

15校
（52％）

〔説明〕市内小学校において伝統的地場産業事業所の見学等（動画学習含む）を行う学校数の割合。
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⑶　不確実な状況への対応とレジリエンスの強化

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

中小企業資金融資事業

事業概要

市内中小企業の経営の安定を図るため、融資のあっ旋を行うとともに、利子助成を行います。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

融資あっ旋件数（累計） － 12件
〔説明〕市制度融資のあっ旋件数。
【関連事業】ビジネスサポート事業（産業活性化推進事業）

⑷　新たな企業立地・企業誘致の推進を図る

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

企業立地支援事業

事業概要

新たな産業や雇用を生み出し、地域経済の活性化を図るため、流通・工業系土地利用を推進し、企業誘致に必要な
支援を行います。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

企業立地相談件数（累計） ― 16件
〔説明〕市内・市外からの企業立地に関する相談件数。
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⑸　中小企業の魅力と社会的価値の向上

＜具体的な事業・取組み＞

事業名

地域企業プロモーション事業（ものづくり産業育成事業）

事業概要

地域で活躍する企業の認知度の向上並びに企業間のマッチングや雇用の促進のため、市内企業の魅力を発信するプ
ロモーションを実施します。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

プロモーション事業掲載企業数（累計） ― 　50件
〔説明〕（仮）まちづくり担い手企業として認定し、特設サイトに掲載した企業数。

事業名

こしがや産業フェスタ負担金（産業活性化推進事業）

事業概要

市内産業の振興と発展を図るため、越谷商工会議所が開催する「こしがや産業フェスタ」の開催に係る経費の一部を
負担します。

指標名 現況値
（―）

目標値
（令和８年度）

〔説明〕－

今後必要な事業・
拡充すべき事業・
検討する取組

・ＤＸの推進とデジタル人材の育成
・ＧＸの推進と成長分野への支援
・地域で活躍する人材が集う拠点の創出
・商店街の活性化
・地域資源の活用とブランディング
・伝統的地場産業の後継者育成
・事業継続力強化支援
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1 推進体制

⑴　関係者の役割

越
谷
市

・中小企業振興が地域経済の発展と豊かな市民生活につながるよう、関係者
の理解と相互協力が得られるよう取り組みます。
・本計画に基づく施策に積極的に取り組み、進捗管理を行うとともに、必要
な財政措置を講じます。
・中小企業振興に必要な関係者とのネットワークづくりに取り組み、経済主
体を中心とした連携の仕組みをつくります。

中
小
企
業

・経営環境の変化に対応し、創意工夫による経営基盤の強化や経営の革新に
取り組みます。
・多様な働き手が活躍できる場として、人材の活用・育成と雇用環境の充実
を図ります。
・地域社会を構成する一員として環境経営や地域貢献に取り組み、中小企業
の魅力と社会的価値を高めます。

市
　
民

・中小企業が地域経済の発展と市民生活の基盤を支えていることを理解し、そ
の健全な発展に協力します。
・地域の産業や身近な中小企業は、多様な働き手の活躍の場であることへの
理解を深めます。
・市内の製品やサービスおよび地消地産への理解を深めます。

関
係
機
関

・商工会議所や業種組合などの経済団体は、中小企業支援に関する事業を推
進します。
・市内の大企業は、中小企業との連携を図り、地域経済全体の活性化を推進
します。
・大学、高校等の教育機関は、地域の人材が中小企業で活躍する機会を増や
せるよう連携を図ります。
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⑵　（仮称）越谷市経済振興会議
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2 越谷モデルへの挑戦

＜地域内経済循環の効果＞
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＜関係者の役割（推進体制イメージ）＞

©作成者「らしく株式会社・税理士　堀哲郎」

＜好循環構造イメージ①＞

～衣食住サービス事業者のケース～

©作成者「らしく株式会社・税理士　堀哲郎」
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＜好循環構造イメージ②＞

～中小製造業・建設業・運輸業＋αのケース～

©作成者「らしく株式会社・税理士　堀哲郎」
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【策定プロセス】
１：全体スケジュール
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２：プロジェクト会議
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令和４年５月 （仮称）越谷市中小企業振興計画に係る基本方針の策定（5/26）

　　　　８月 越谷商工会議所工業部会との意見交換

 

令和５年１月 計画（素案）パブリックコメント（公募期間 1/4～2/2：意見なし）
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＜計画策定プロジェクトチーム　発言集＞
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3：ワークショップ
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4：商工対策委員会
○越谷市商工対策委員会条例

昭和 48年３月 31日

条例第 20号

改正　昭和 48年 12月 25日条例第 48号

昭和 57年６月 28日条例第 14号

平成３年９月 27日条例第 25号

平成 11年 12月 28日条例第 31号

平成 12年４月 11日条例第 30号

平成 17年３月 31日条例第 23号

平成 28年３月 23日条例第 27号

令和２年 12月 16日条例第 41号
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 越経第1242 号　　

 令和４年12月22日

越谷市商工対策委員会

会　長　　井　橋　吉　一　様

 越谷市長　　福　田　　　晃　　

　　

「（仮称）越谷市中小企業振興計画（素案）」について（諮問）

　越谷市商工対策委員会条例第２条の規定に基づき、次のとおり諮問いたします。

記

　１．（仮称）越谷市中小企業振興計画（素案）について
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［基礎資料］
１． 国、県の経済状況、マクロ、ミクロ経済指標
⑴　埼玉県内企業の業況BSI（「良い」－「悪い」）

⑵　原材料・仕入価格BSI、販売（受注）価格BSI (「上昇」－「下落」)
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⑶　国内企業物価、消費者物価

（資料）日本銀行、総務省

⑷　企業収益

売上高（増収 -減収）・経常利益（増益 -減益）の前年度比較（注）
（単位：ポイント）

売上高（増収－減収） 経常利益（増益－減益）

2021 年度（①）2022 年度（②） 前回調査比
（②－①） 2021 年度（①）2022 年度（②） 前回調査比

（②－①）

全産業
上半期 21 18 -3 20 -5 -25

通期 29 23 -6 21 -2 -23

製造業
上半期 28 28 0 25 0 -25

通期 36 26 -10 28 -2 -30

非製造業
上半期 11 4 -7 16 -12 -28

通期 16 17 1 11 -3 -14
（注）売上高（増収 -減収）    ：「増収」と回答した先の割合から「減収」と回答した先の割合を引いたもの

経常利益（増益 -減益） ：「増益」と回答した先の割合から「減益」と回答した先の割合を引いたもの



79

参
考
資
料

⑸　設備投資実施計画
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⑹　外国為替相場

（資料）日本銀行（東京市場月末終値）

⑺　雇　用
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有効求人倍率等（埼玉県）

（資料）厚生労働省
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２：越谷市と周辺自治体との比較
１．越谷市の現状
⑴　人口
 （単位：人・世帯・％）

市区町村名
人　口

世帯数
前回調査結果 人　口 世帯数

増減数総　数 男 女 人　口 世帯数 増減数 増減率
埼玉県総計 7,344,765 3,652,169 3,692,596 3,162,743 7,266,534 2,971,659 78,231 1.1 191,084
さいたま市 1,324,025 652,920 671,105 582,475 1,263,979 533,209 60,046 4.8 49,266
川口市 594,274 299,238 295,036 267,141 578,112 245,830 16,162 2.8 21,311
川越市 354,571 177,480 177,091 153,376 350,745 145,715 3,826 1.1 7,661
所沢市 342,464 168,197 174,267 152,652 340,386 145,834 2,078 0.6 6,818
越谷市 341,621 168,747 172,874 142,774 337,498 136,460 4,123 1.2 6,314
草加市 248,304 125,213 123,091 111,923 247,034 105,827 1,270 0.5 6,096
春日部市 229,792 113,467 116,325 97,638 232,709 94,463 -2,917 -1.3 3,175
上尾市 112,288 114,652 96,559 225,196 91,399 1,744 0.8 5,160

（資料）総務省（令和 2年国勢調査）

（資料）総務省（住民基本台帳）
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⑵　外国人住民
2016 年 1月 1日 2021 年 1月 1日

B/A（%） B/C(%)
A B 総人口（C）

埼玉県 149,225 194,017 7,385,848 1.30 2.02
さいたま市 21,147 26,705 1,332,226 1.26 1.59
川口市 29,989 38,090 605,545 1.27 4.95
越谷市 5,431 7,128 345,047 1.31 1.57
草加市 5,803 8,057 250,824 1.39 2.31
春日部市 3,355 4,493 232,864 1.34 1.44

（資料）住民基本台帳

⑶　産業構造

産業別事業所数（民営）と構成比の推移

大分類

2009 年 2012 年 2014 年 2016 年 2009 年
-2016
年伸び
率（％）

事業所数 構成比（％） 事業所数 構成比（％） 事業所数 構成比（％） 事業所数 構成比（％）

埼玉県
構成比
（％）

全国
構成比
（％）

農業、林業 9 0.1 9 0.1 10 0.1 10 0.1 0.2 0.5 11.1
漁業 1 0.0 1 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.1 ▲ 100.0
鉱業、採石業、砂利採取業 0 0.0 1 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0 -
建設業 1,229 10.3 1,087 9.8 1,063 9.3 1,007 9.1 10.7 9.2 ▲ 18.1
製造業 1,326 11.1 1,132 10.2 1,105 9.7 1,027 9.3 11.1 8.5 ▲ 22.5
電気・ガス・熱供給・水道業 3 0.0 2 0.0 1 0.0 0 0.0 0.1 0.1 ▲ 100.0
情報通信業 96 0.8 96 0.9 77 0.7 76 0.7 0.7 1.2 ▲ 20.8
運輸業、郵便業 321 2.7 295 2.7 327 2.9 315 2.9 2.9 2.4 ▲ 1.9
卸売業、小売業 3,115 26.1 2,929 26.4 2,991 26.3 2,993 27.1 23.6 25.4 ▲ 3.9
金融業、保険業 193 1.6 176 1.6 176 1.5 167 1.5 1.3 1.6 ▲ 13.5
不動産業、物品賃貸業 745 6.2 674 6.1 689 6.1 622 5.6 6.9 6.6 ▲ 16.5
学術研究、専門・技術サービス業 443 3.7 417 3.8 417 3.7 385 3.5 3.6 4.2 ▲ 13.1
宿泊業、飲食サービス業 1,540 12.9 1,453 13.1 1,467 12.9 1,424 12.9 11.6 13.0 ▲ 7.5
生活関連サービス業、娯楽業 1,203 10.1 1,130 10.2 1,203 10.6 1,143 10.4 9.4 8.8 ▲ 5.0
教育、学習支援業 454 3.8 437 3.9 450 4.0 467 4.2 3.8 3.1 2.9
医療、福祉 676 5.7 721 6.5 837 7.4 875 7.9 8.3 8.0 29.4
複合サービス事業 31 0.3 29 0.3 30 0.3 27 0.2 0.4 0.6 ▲ 12.9
サービス業（他に分類されないもの） 562 4.7 505 4.6 528 4.6 502 4.5 5.5 6.5 ▲ 10.7

全産業 11,947 100.0 11,094 100.0 11,371 100.0 11,040 100.0 100.0 100.0 ▲ 7.6
注．事業内容等不詳を除く民営事業所について集計

出所：総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
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従業員数の推移

大分類

2009 年 2012 年 2014 年 2016 年 2009 年
-2016
年伸び
率（％）

事業所数 構成比（％） 事業所数 構成比（％） 事業所数 構成比（％） 事業所数 構成比（％）

埼玉県
構成比
（％）

全国
構成比
（％）

農業、林業 64 0.1 79 0.1 130 0.1 101 0.1 0.2 0.6 57.8
漁業 11 0.0 2 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.1 ▲ 100.0
鉱業、採石業、砂利採取業 0 0.0 1 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0 -
建設業 8,644 8.1 7,683 7.4 8,145 7.4 8,325 7.5 6.4 6.5 ▲ 3.7
製造業 13,900 13.0 13,611 13.1 12,688 11.6 12,500 11.3 18.0 15.6 ▲ 10.1
電気・ガス・熱供給・水道業 187 0.2 151 0.1 13 0.0 0 0.0 0.2 0.3 ▲ 100.0
情報通信業 607 0.6 940 0.9 460 0.4 582 0.5 0.8 2.9 ▲ 4.1
運輸業、郵便業 9,685 9.1 8,991 8.6 9,905 9.0 9,596 8.7 7.9 5.6 ▲ 0.9
卸売業、小売業 27,426 25.6 26,061 25.0 27,136 24.7 27,425 24.8 21.1 20.8 ▲ 0.0
金融業、保険業 2,770 2.6 2,507 2.4 2,502 2.3 2,729 2.5 2.1 2.7 ▲ 1.5
不動産業、物品賃貸業 2,971 2.8 2,826 2.7 3,054 2.8 3,054 2.8 2.5 2.6 2.8
学術研究、専門・技術サービス業 2,169 2.0 2,185 2.1 2,352 2.1 2,001 1.8 2.4 3.2 ▲ 7.7
宿泊業、飲食サービス業 12,858 12.0 12,729 12.2 12,628 11.5 12,972 11.7 9.0 9.4 0.9
生活関連サービス業、娯楽業 6,430 6.0 5,776 5.5 6,158 5.6 6,768 6.1 4.5 4.3 5.3
教育、学習支援業 3,667 3.4 4,119 4.0 3,900 3.6 4,378 4.0 3.3 3.2 19.4
医療、福祉 8,924 8.3 11,420 11.0 13,577 12.4 13,746 12.4 13.0 13.0 54.0
複合サービス事業 359 0.3 303 0.3 1,014 0.9 245 0.2 0.8 0.9 ▲ 31.8
サービス業（他に分類されないもの） 6,272 5.9 4,845 4.6 6,110 5.6 6,215 5.6 7.6 8.4 ▲ 0.9

全産業 106,944 100.0 104,229 100.0 109,772 100.0 110,637 100.0 100.0 100.0 3.5
注．事業内容等不詳を除く民営事業所の従業者について集計

出所：総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
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⑷　工業製品等出荷額
越谷市の工業製品出荷額等比較

 単位：百万円

産　業 2009 年（A） 2014 年（B） 2019 年（C） （C）―（A） （C）―（B）

製造品出荷額 207,510.00 207,460.00 231,930.00 24,420.00 24,470.00

食料品製造業 50,959.80 55,126.80 54,419.73 3,459.93 -707.07

繊維工業 1,434.59 1,733.06 1,750.83 316.24 17.77

木材・木製品製造業（家具を除
く） 341.28 726.78 1,079.30 738.02 352.52

家具・装備品製造業 2,730.38 1,125.68 641.86 -2,088.52 -483.82

パルプ・紙・紙加工品製造業 12,348.22 11,659.43 9,807.19 -2,541.03 -1,852.24

印刷・同関連業 5,154.12 13,727.11 10,870.65 5,716.53 -2,856.46

化学工業 21,962.29 24,054.35 25,839.92 3,877.63 1,785.57

プラスチック製品製造業（別掲
を除く） 16,308.59 12,933.83 14,196.10 -2,112.49 1,262.27

ゴム製品製造業 701.20 1,479.82 1,760.54 1,059.34 280.72

なめし革・同製品・毛皮製造業 2,817.15 2,600.60 1,143.21 -1,673.94 -1,457.39

窯業・土石製品製造業 1,123.45 1,454.91 1,560.04 436.59 105.13

鉄鋼業 10,711.20 7,030.31 5,971.74 -4,739.46 -1,058.57

非鉄金属製造業 3,199.64 4,619.65 1,362.77 -1,836.87 -3,256.88

金属製品製造業 19,665.16 18,024.99 19,206.39 -458.77 1,181.40

はん用機械器具製造業 7,457.40 8,333.96 13,646.43 6,189.03 5,312.47

生産用機械器具製造業 20,732.63 9,668.63 30,468.59 9,735.96 20,799.96

業務用機械器具製造業 5,553.40 5,046.59 8,156.82 2,603.42 3,110.23

電子部品・デバイス・電子回路
製造業 4,377.45 430.50 3,769.01 -608.44 3,338.51

電気機械器具製造業 8,885.49 11,048.90 11,891.04 3,005.55 842.14

情報通信機械器具製造業 413.74 245.28 250.62 -163.12 5.34

その他の製造業 7,800.82 13,206.68 11,194.41 3,393.59 -2,012.27

【出典】経済産業省「工業統計調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
【注記】従業員数 4人以上の事業所が集計対象。数値に欠損がある業種は表示していない。
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⑸　年間商品販売額

 単位：百万円

2007 年 (A) 2012 年 (B) 2016 年 (C) (C)―(A) (C)―(B)

卸売業合計 467,876 445,107 472,489 4,613 27,382

　繊維・衣服等卸売業 7,835 7,233 10,607 2,772 3,374

　飲食料品卸売業 64,193 52,512 65,132 939 12,620

　 建築材料，鉱物・金属材料等
卸売業 88,870 75,568 80,094 -8,776 4,526

　機械器具卸売業 55,742 54,544 63,305 7,563 8,761

　その他の卸売業 251,236 255,250 253,351 2,115 -1,899

小売業合計 274,722 269,590 349,982 75,260 80,392

　各種商品小売業 22,534 18,983 25,304 2,770 6,321

　 織物・衣服・身の回り品小売
業 18,093 28,366 44,097 26,004 15,731

　飲食料品小売業 83,869 83,166 100,707 16,838 17,541

　機械器具小売業 62,370 48,660 74,553 12,183 25,893

　その他の小売業 87,856 81,629 99,341 11,485 17,712

　無店舗小売業 0 8,786 5,980 5,980 -2,806

合　　計 1,017,320 985,076 1,172,453 155,133 187,377

（資料）経済産業省「商業統計調査」
　　　　総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」



87

参
考
資
料

⑹　地　価

（資料）国土交通省

⑺　地域循環図

（資料）環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」

地域経済循環率
指定地域：埼玉県越谷市63.2％
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6,000
5,000
4,000
3,000
2,000
1,000
0

-1,000
-2,000

民間消費額 民間投資額

地域外からの
流入

地域外への
流出

地域外への
流出

（億円）

その他支出
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